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令 和 3 年 ３ 月 ２ ５ 日 

埼玉県保健医療部薬務課 

地域連携薬局に係るアンケートの実施結果について 

１ 実施概要 

（１）目的 

令和 3 年 8 月から運用開始となる「地域連携薬局」制度に関して、県内薬局で

の申請数の規模や準備状況を把握するため 

（２）実施期間 

令和３年２月 15 日から３月 12 日まで 

（３）実施方法 

埼玉県電子申請・届出サービスを利用 

（４）対象 

県内に所在する薬局 

（５）周知方法 

３団体を通じて加盟薬局へ周知 

 

２ 結果概要 

（１）回答薬局数 

606 件 

（令和 2年 12月末時点で県内に所在する薬局 2985件を母数とした回収率 20.3％） 

（２）結果 

① 「Ｑ１ 健康サポート薬局の届出をしていますか」について（表１） 

県内に所在する健康サポート薬局は令和 2 年 9 月末時点で 127 件である。 

健康サポート薬局の届出を行っている薬局の約 5 割から回答を得た。 

 
② 「Ｑ２ 地域連携薬局の認定を取得する予定はありますか」について（表２） 

施行と同時に取得したいと回答した薬局は、回答全体の 1 割であった。 

施行から 1 年以内及び 3 年以内に取得したい薬局を合わせると、地域連携薬

局の認定を取得したいと考えている薬局は、230 件（38.0％）であった。 

 

回答数 割合％

64 10.6

542 89.4

表１　健康サポート薬局の届出（n=606）

届出あり

届出なし

回答数 割合％

59 9.7

72 11.9

99 16.3

308 50.8

68 11.2

表２　地域連携薬局の認定の希望（n=606）

施行と同時に取得したい

1年以内に取得したい

3年以内に取得したい

検討中

取得しない
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③「Ｑ３ Ｑ２で取得予定（１～３）とお答えになった薬局に認定要件の整備状

況をお伺いします」について（表３） 

「他の医療機関への情報提供回数」と「無菌調剤対応」の整備率が低かった。 

「他の医療機関への情報提供回数」は認定を希望する薬局の 8 割が何らかの準

備に着手しているが、「無菌調剤対応」に関しては半数近くが準備できていない

状況であることがわかった。 

一方、「麻薬小売業者免許の取得」、「医療安全対策」及び「医薬品の備蓄機能」

は、認定の取得を希望している大部分の薬局が準備を終えていた。 

 
④「Ｑ４ 地域連携薬局の認定を取得するにあたって、何が障壁になりますか」

について（表４） 

「他の医療機関への情報提供回数」と「無菌調剤対応」が障壁となるとの回答

が多く、「医療安全対策」、「麻薬小売業者免許の取得」及び「医薬品の備蓄機能」

は少なかった。 

これは、③で認定を取得したいと考えている薬局が回答した準備状況と結果が

重なった。 

 

回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％

171 74.3 29 12.6 23 10.0 28 12.2 31 13.5

201 87.4 48 20.9 39 17.0 12 5.2 17 7.4

106 46.1 15 6.5 24 10.4 83 36.1 41 17.8

110 47.8 22 9.6 31 13.5 78 33.9 38 16.5

74 32.2 17 7.4 32 13.9 110 47.8 46 20.0

171 74.3 62 27.0 20 8.7 34 14.8 20 8.7

182 79.1 20 8.7 20 8.7 23 10.0 21 9.1

207 90.0 57 24.8 12 5.2 15 6.5 1 0.4

224 97.4 2 0.9 1 0.4 2 0.9 1 0.4

50 21.7 9 3.9 6 2.6 72 31.3 108 47.0

215 93.5 60 26.1 14 6.1 9 3.9 4 1.7

175 76.1 19 8.3 15 6.5 49 21.3 5 2.2

105 45.7 19 8.3 32 13.9 84 36.5 41 17.8

103 44.8 20 8.7 18 7.8 83 36.1 40 17.4

173 75.2 11 4.8 21 9.1 36 15.7 21 9.1

165 71.7 0 0.0 2 0.9 19 8.3 43 18.7

（１）情報提供を行う場所の設置

（２）バリアフリー構造

（３）地域包括ケアシステムに関する会議への継続的参加

（４）地域の他の医療機関との連携体制

（５）地域の他の医療機関への情報提供回数（月平均30回以上）

5割程度準備ができている 準備に着手している 準備ができていない

（１２）常勤薬剤師の勤務年数又は人数

（１３）勤務薬剤師の地域包括ケアシステムに関する研修の受講状況

（１４）地域の他の医療提供施設への情報提供

（１５）在宅患者訪問管理指導又は居宅療養管理指導の回数（月平均2回以上）

（１６）高度管理医療機器等販売業許可の取得

8割程度準備ができている準備ができている

（６）地域の他の薬局との連携体制

（７）時間外（休日・夜間を含む）対応

（８）医薬品の備蓄機能

（９）麻薬小売業者免許の取得

（１０）無菌調剤対応

（１１）医療安全対策

表３　認定を希望する薬局の準備状況（n=230）

回答数 割合％

109 18.0

70 11.6

253 41.7

152 25.1

410 67.7

81 13.4

172 28.4

25 4.1

16 2.6

409 67.5

4 0.7

155 25.6

184 30.4

81 13.4

199 32.8

67 11.1

（７）時間外（休日・夜間を含む）対応

（８）医薬品の備蓄機能

（９）麻薬小売業者免許の取得

（１０）無菌調剤対応

（１１）医療安全対策

（１２）常勤薬剤師の勤務年数又は人数

（１）情報提供を行う場所の設置

（２）バリアフリー構造

（３）地域包括ケアシステムに関する会議への継続的参加

（４）地域の他の医療機関との連携体制

（５）地域の他の医療機関への情報提供回数（月平均30回以上）

（６）地域の他の薬局との連携体制

（１３）勤務薬剤師の地域包括ケアシステムに関する研修の受講状況

（１４）地域の他の医療提供施設への情報提供

（１５）在宅患者訪問管理指導又は居宅療養管理指導の回数（月平均2回以上）

（１６）高度管理医療機器等販売業許可の取得

表４　認定を取得するにあたっての障壁（5つまで回答可）（n=606）
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⑤「Ｑ５ 薬事関係団体の加盟状況を教えてください」について（表５） 

今回のアンケートは、一般社団法人埼玉県薬剤師会、一般社団法人日本チェー

ンドラッグストア協会及び一般社団法人日本保険薬局協会を通じて、各団体の加

盟薬局へ回答を依頼している。 

各団体の加盟状況は表５のとおりである。 

 

 

３ 考察 

（１）健康サポート薬局としての届出と地域連携薬局の認定の取得の関係（表６） 

健康サポート薬局として届け出ている薬局の方がより多く地域連携薬局の認

定を取得したいと考えていることがうかがえる。 

また、健康サポート薬局として届け出ていない薬局でも約３分の１の薬局が地

域連携薬局に興味を示している。 

 

（２）加盟団体と地域連携薬局の認定の取得希望の関係について（表７） 

今回アンケート調査を依頼した３団体の加盟薬局ごとに認定の取得希望の有

無を見たが、どの団体に加盟している薬局も約４割が地域連携薬局の認定を取得

したいと希望しており、加盟団体による取得希望の差は確認できなかった。 

 

 

（３）健康サポート薬局の届出の有無による準備状況の違い 

表 8 及び表 9 に健康サポート薬局の届出の有無による認定希望薬局の準備状況

の違いを示した。 

回答数 割合％

357 58.9

182 30.0

153 25.2

58 9.6

22 3.6

表５　加盟団体の別（任意、複数回答可）（n=606）

埼玉県薬剤師会

日本チェーンドラッグストア協会

日本保険薬局協会

その他

回答なし

回答数 割合％ 回答数 割合％

42 65.6 22 34.4

188 34.7 354 65.3

表６　健康サポート薬局と認定希望の関係

届出あり（n=64）

届出なし（n=542）

取得希望あり 取得希望なし

回答数 割合％ 回答数 割合％

151 42.3 206 57.7

71 39.0 111 61.0

59 38.6 94 61.4

表７　加盟団体と認定希望の関係

取得希望あり 取得希望なし

埼玉県薬剤師会（n=357）

日本チェーンドラッグストア協会（n=182）

日本保険薬局協会（n=153）
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① 健康サポート薬局の届出をしている薬局（表８） 

健康サポート薬局の届出をしている薬局は、「無菌調剤対応」を除いて何ら

かの準備に着手している。 

 
② 健康サポート薬局の届出をしていない薬局（表９） 

健康サポート薬局の届出をしていない薬局は、届出済みの薬局で準備が進ん

でいない項目（無菌調剤対応）に加え、地域の中での連携が必要になる項目（地

域包括ケアシステムに関する会議への参加、他の医療機関への情報提供回数、

他の医療提供施設への情報提供など）について、まだ準備が進んでいない状況

がうかがえる。 

 
 

（４）加盟団体による準備状況の違い 

表 10、表 11 及び表 12 に加盟団体ごとの認定取得を希望する薬局の準備状況を

示した。 

① 郡市薬剤師会を含む埼玉県薬剤師会の会員薬局（表 10） 

「他の医療機関への情報提供回数」及び「無菌調剤対応」は他の項目と比し

て、準備が進んでいない様子がうかがえる。 

地域によっては、郡市薬剤師会等が会営薬局や会員薬局内に無菌調剤室を設

けて、会員間で共同利用している例もみられるため、共同利用が進めば、より

回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％

22 52.4 7 16.7 5 11.9 4 9.5 4 9.5

33 78.6 5 11.9 3 7.1 0 0.0 1 2.4

23 54.8 3 7.1 4 9.5 9 21.4 3 7.1

17 40.5 9 21.4 4 9.5 8 19.0 3 7.1

12 28.6 5 11.9 8 19.0 13 31.0 4 9.5

22 52.4 9 21.4 2 4.8 6 14.3 2 4.8

31 73.8 3 7.1 2 4.8 4 9.5 2 4.8

31 73.8 1 2.4 6 14.3 4 9.5 0 0.0

40 95.2 1 2.4 1 2.4 0 0.0 0 0.0

9 21.4 1 2.4 2 4.8 11 26.2 19 45.2

35 83.3 4 9.5 2 4.8 1 2.4 0 0.0

31 73.8 5 11.9 2 4.8 3 7.1 0 0.0

19 45.2 6 14.3 9 21.4 5 11.9 3 7.1

20 47.6 6 14.3 2 4.8 9 21.4 4 9.5

35 83.3 1 2.4 0 0.0 4 9.5 2 4.8

30 71.4 0 0.0 1 2.4 5 11.9 5 11.9

（５）地域の他の医療機関への情報提供回数（月平均30回以上）

（６）地域の他の薬局との連携体制

（７）時間外（休日・夜間を含む）対応

（８）医薬品の備蓄機能

（９）麻薬小売業者免許の取得

（１０）無菌調剤対応

（１１）医療安全対策

準備ができている 8割程度準備ができている 5割程度準備ができている 準備に着手している 準備ができていない

（１）情報提供を行う場所の設置

（２）バリアフリー構造

（３）地域包括ケアシステムに関する会議への継続的参加

（４）地域の他の医療機関との連携体制

（１２）常勤薬剤師の勤務年数又は人数

（１３）勤務薬剤師の地域包括ケアシステムに関する研修の受講状況

（１４）地域の他の医療提供施設への情報提供

（１５）在宅患者訪問管理指導又は居宅療養管理指導の回数（月平均2回以上）

（１６）高度管理医療機器等販売業許可の取得

表８　健康サポート薬局届出済みで認定を希望する薬局の準備状況（n=42）

回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％

97 51.6 22 11.7 18 9.6 24 12.8 27 14.4

81 43.1 43 22.9 36 19.1 12 6.4 16 8.5

44 23.4 12 6.4 20 10.6 74 39.4 38 20.2

40 21.3 13 6.9 27 14.4 70 37.2 35 18.6

13 6.9 12 6.4 24 12.8 97 51.6 42 22.3

67 35.6 53 28.2 18 9.6 28 14.9 18 9.6

111 59.0 17 9.0 18 9.6 19 10.1 19 10.1

107 56.9 56 29.8 6 3.2 11 5.9 1 0.5

181 96.3 1 0.5 0 0.0 2 1.1 1 0.5

26 13.8 8 4.3 4 2.1 61 32.4 89 47.3

106 56.4 56 29.8 12 6.4 8 4.3 4 2.1

110 58.5 14 7.4 13 6.9 46 24.5 5 2.7

35 18.6 13 6.9 23 12.2 79 42.0 38 20.2

45 23.9 14 7.4 16 8.5 74 39.4 36 19.1

106 56.4 10 5.3 21 11.2 32 17.0 19 10.1

133 70.7 0 0.0 1 0.5 14 7.4 38 20.2

準備ができている 8割程度準備ができている 5割程度準備ができている

（２）バリアフリー構造

（３）地域包括ケアシステムに関する会議への継続的参加

（４）地域の他の医療機関との連携体制

（５）地域の他の医療機関への情報提供回数（月平均30回以上）

（６）地域の他の薬局との連携体制

（７）時間外（休日・夜間を含む）対応

表９　健康サポート薬局の届出をしていないが認定を希望する薬局の準備状況（n=188）

（８）医薬品の備蓄機能

（９）麻薬小売業者免許の取得

（１０）無菌調剤対応

（１１）医療安全対策

（１２）常勤薬剤師の勤務年数又は人数

（１３）勤務薬剤師の地域包括ケアシステムに関する研修の受講状況

（１４）地域の他の医療提供施設への情報提供

（１５）在宅患者訪問管理指導又は居宅療養管理指導の回数（月平均2回以上）

（１６）高度管理医療機器等販売業許可の取得

準備に着手している 準備ができていない

（１）情報提供を行う場所の設置
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準備が進む可能性がある。 

 
② 日本チェーンドラッグストア協会の会員薬局（表 11） 

他の団体と比べて準備が手つかずになっている項目は少ないが、地域内での

連携に関わる項目は準備に着手しているものの完了していない印象を受けた。 

「無菌調剤対応」に関しては、地域の基幹となる薬局に無菌調剤室を設置し、

近隣の系列薬局が共同利用している例もあるため、共同利用の手続が終了すれ

ば、より準備が進む可能性がある。 

一方、常勤薬剤師の勤務体制の準備状況が他の団体と比べて低いのが特徴と

思われた。 

 
③ 日本保険薬局協会の会員薬局（表 12） 

他の団体の会員薬局と同様、「無菌調剤対応」に関する準備が進んでいない

状況がうかがえる。 

その他は、準備が大きく遅れている項目はないように思われる。 

回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％

112 74.2 22 14.6 17 11.3 19 12.6 20 13.2

134 88.7 29 19.2 20 13.2 5 3.3 12 7.9

90 59.6 12 7.9 17 11.3 38 25.2 23 15.2

84 55.6 18 11.9 21 13.9 36 23.8 29 19.2

58 38.4 13 8.6 27 17.9 59 39.1 34 22.5

111 73.5 26 17.2 13 8.6 24 15.9 14 9.3

117 77.5 14 9.3 16 10.6 18 11.9 12 7.9

136 90.1 17 11.3 9 6.0 11 7.3 0 0.0

146 96.7 0 0.0 1 0.7 1 0.7 1 0.7

37 24.5 6 4.0 5 3.3 32 21.2 82 54.3

138 91.4 23 15.2 10 6.6 7 4.6 4 2.6

134 88.7 14 9.3 9 6.0 15 9.9 2 1.3

79 52.3 14 9.3 28 18.5 41 27.2 31 20.5

76 50.3 15 9.9 13 8.6 43 28.5 30 19.9

130 86.1 7 4.6 14 9.3 14 9.3 7 4.6

100 66.2 0 0.0 0 0.0 13 8.6 35 23.2

表10　埼玉県薬剤師会（郡市薬剤師会を含む）の会員で認定を希望する薬局の準備状況（n=151）

準備ができている 8割程度準備ができている 5割程度準備ができている 準備に着手している 準備ができていない

（１）情報提供を行う場所の設置

（２）バリアフリー構造

（３）地域包括ケアシステムに関する会議への継続的参加

（４）地域の他の医療機関との連携体制

（５）地域の他の医療機関への情報提供回数（月平均30回以上）

（６）地域の他の薬局との連携体制

（７）時間外（休日・夜間を含む）対応

（８）医薬品の備蓄機能

（９）麻薬小売業者免許の取得

（１０）無菌調剤対応

（１１）医療安全対策

（１２）常勤薬剤師の勤務年数又は人数

（１３）勤務薬剤師の地域包括ケアシステムに関する研修の受講状況

（１４）地域の他の医療提供施設への情報提供

（１５）在宅患者訪問管理指導又は居宅療養管理指導の回数（月平均2回以上）

（１６）高度管理医療機器等販売業許可の取得

回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％

60 84.5 3 4.2 3 4.2 6 8.5 5 7.0

58 81.7 11 15.5 11 15.5 7 9.9 6 8.5

11 15.5 2 2.8 2 2.8 52 73.2 8 11.3

18 25.4 4 5.6 4 5.6 51 71.8 2 2.8

13 18.3 3 4.2 3 4.2 55 77.5 3 4.2

60 84.5 42 59.2 42 59.2 6 8.5 4 5.6

62 87.3 5 7.0 5 7.0 5 7.0 4 5.6

67 94.4 44 62.0 44 62.0 2 2.8 1 1.4

70 98.6 1 1.4 1 1.4 1 1.4 0 0.0

13 18.3 2 2.8 2 2.8 48 67.6 10 14.1

69 97.2 43 60.6 43 60.6 1 1.4 0 0.0

26 36.6 3 4.2 3 4.2 43 60.6 2 2.8

10 14.1 1 1.4 1 1.4 51 71.8 10 14.1

17 23.9 1 1.4 1 1.4 48 67.6 4 5.6

32 45.1 4 5.6 4 5.6 26 36.6 13 18.3

69 97.2 0 0.0 0 0.0 2 2.8 0 0.0

（１０）無菌調剤対応

（１１）医療安全対策

（１２）常勤薬剤師の勤務年数又は人数

（１３）勤務薬剤師の地域包括ケアシステムに関する研修の受講状況

（１４）地域の他の医療提供施設への情報提供

（１５）在宅患者訪問管理指導又は居宅療養管理指導の回数（月平均2回以上）

（１６）高度管理医療機器等販売業許可の取得

（１）情報提供を行う場所の設置

（２）バリアフリー構造

（３）地域包括ケアシステムに関する会議への継続的参加

（４）地域の他の医療機関との連携体制

（５）地域の他の医療機関への情報提供回数（月平均30回以上）

（６）地域の他の薬局との連携体制

（７）時間外（休日・夜間を含む）対応

（８）医薬品の備蓄機能

（９）麻薬小売業者免許の取得

準備ができている 8割程度準備ができている 5割程度準備ができている 準備に着手している

表11　日本チェーンドラッグストア協会の会員で認定を希望する薬局の準備状況（n=71）

準備できていない
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（５）認定を取るにあたっての障壁 

① 地域連携薬局の認定の取得希望の有無との関係（表 13） 

地域連携薬局の認定を取得したいと希望している薬局と希望していない薬

局とで、認定の障壁となると考える事項に差があるか、表 13 に示した。 

希望ありとなしで共通した障壁は、「他の医療機関への情報提供回数」と「無

菌調剤対応」であった。 

また、認定の取得を希望していない薬局からは、「地域包括ケアシステムに

関する会議への継続的参加」、「時間外（休日・夜間を含む）対応」及び「在宅

患者訪問管理指導又は居宅療養管理指導の回数」も障壁との回答が多かった。 

地域内で医療機関、薬局及びその他の医療提供施設（それぞれの施設同士を

含む）の連携が進めば、認定の取得を迷っている薬局が取得を希望することに

なると考える。 

 

回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％

41 69.5 13 22.0 6 10.2 6 10.2 12 20.3

56 94.9 15 25.4 1 1.7 0 0.0 3 5.1

30 50.8 4 6.8 10 16.9 15 25.4 14 23.7

37 62.7 5 8.5 10 16.9 12 20.3 9 15.3

28 47.5 4 6.8 10 16.9 21 35.6 10 16.9

42 71.2 7 11.9 6 10.2 11 18.6 5 8.5

49 83.1 8 13.6 6 10.2 5 8.5 4 6.8

53 89.8 3 5.1 6 10.2 4 6.8 0 0.0

58 98.3 1 1.7 1 1.7 0 0.0 1 1.7

13 22.0 3 5.1 2 3.4 13 22.0 33 55.9

57 96.6 7 11.9 6 10.2 2 3.4 0 0.0

52 88.1 5 8.5 7 11.9 5 8.5 1 1.7

39 66.1 7 11.9 6 10.2 14 23.7 6 10.2

36 61.0 7 11.9 3 5.1 10 16.9 13 22.0

48 81.4 2 3.4 6 10.2 8 13.6 3 5.1

38 64.4 0 0.0 1 1.7 5 8.5 14 23.7

表12　日本保険薬局協会の会員で認定を希望する薬局の準備状況（n=59）

準備ができている 8割程度準備ができている 5割程度準備ができている 準備に着手している 準備できていない

（１）情報提供を行う場所の設置

（２）バリアフリー構造

（３）地域包括ケアシステムに関する会議への継続的参加

（４）地域の他の医療機関との連携体制

（１４）地域の他の医療提供施設への情報提供

（１５）在宅患者訪問管理指導又は居宅療養管理指導の回数（月平均2回以上）

（１６）高度管理医療機器等販売業許可の取得

（５）地域の他の医療機関への情報提供回数（月平均30回以上）

（６）地域の他の薬局との連携体制

（７）時間外（休日・夜間を含む）対応

（８）医薬品の備蓄機能

（９）麻薬小売業者免許の取得

（１０）無菌調剤対応

（１１）医療安全対策

（１２）常勤薬剤師の勤務年数又は人数

（１３）勤務薬剤師の地域包括ケアシステムに関する研修の受講状況

回答数 割合％ 回答数 割合％

33 10.9 76 20.2

26 8.6 44 11.7

78 25.8 175 46.5

74 24.5 78 20.7

166 55.0 244 64.9

18 6.0 51 13.6

33 10.9 139 37.0

6 2.0 19 5.1

1 0.3 15 4.0

132 43.7 277 73.7

3 1.0 1 0.3

63 20.9 92 24.5

100 33.1 84 22.3

45 14.9 36 9.6

67 22.2 132 35.1

26 8.6 41 10.9

（３）地域包括ケアシステムに関する会議への継続的参加

（４）地域の他の医療機関との連携体制

（５）地域の他の医療機関への情報提供回数（月平均30回以上）

（６）地域の他の薬局との連携体制

（７）時間外（休日・夜間を含む）対応

（８）医薬品の備蓄機能

（１）情報提供を行う場所の設置

（２）バリアフリー構造

（１５）在宅患者訪問管理指導又は居宅療養管理指導の回数（月平均2回以上）

（１６）高度管理医療機器等販売業許可の取得

（９）麻薬小売業者免許の取得

（１０）無菌調剤対応

（１１）医療安全対策

（１２）常勤薬剤師の勤務年数又は人数

（１３）勤務薬剤師の地域包括ケアシステムに関する研修の受講状況

（１４）地域の他の医療提供施設への情報提供

取得希望なし（n=376）取得希望あり（n=230）

表13　認定の障壁になる事項と認定の取得希望の有無の関係
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② 加盟団体との関係（表 14） 

薬局が加盟している団体によって認定の障壁となると考える事項に差があ

るか、表 14 に示した。 

加盟団体に関わらず、障壁となるとの回答が多かったのは、「他の医療機関

への情報提供回数」と「無菌調剤対応」であった。 

日本チェーンドラッグストア協会の会員薬局からは、「常勤薬剤師の勤務年

数又は人数」、「勤務薬剤師の地域包括ケアシステムに関する研修の受講状況」

及び「在宅患者管理訪問管理指導又は居宅療養管理指導の回数」が障壁になる

との回答が、他の団体の会員薬局と比して多かった。 

チェーンドラッグストアが地域連携薬局の認定を取得するにあたっては、常

勤薬剤師が長期に同一の薬局で勤務し、薬局外で必要な研修を受講し、また在

宅で療養する患者に対して薬剤管理を行わなければならないため、会社として

薬剤師の勤務形態を見直す必要が出てくることも考えられる。 

 
 

４ まとめ 

今回のアンケートは無記名でかつ、自由回答であったことから、地域連携薬局に

対する意識の高い薬局からの回答数が多く、そのために地域連携薬局の認定の取得

希望の割合は高くなっていると推測される。 

認定基準のうち、「他の医療機関への情報提供回数」と「無菌調剤対応」の準備が

進んでいない薬局が多く、認定取得を希望するしないにかかわらず、この２点が認

定を取得するにあたっての障壁と考える。 

健康サポート薬局の届出の別、加盟団体の別で、認定の準備状況と認定の障壁の

考え方に大きな差はなかったものの、県としては今後も地域連携薬局に関する情報

を発信するなどして、認定を取得する施設をサポートしていく。 

回答数 割合％ 回答数 割合％ 回答数 割合％

62 17.4 30 16.5 35 22.9

44 12.3 11 6.0 12 7.8

147 41.2 70 38.5 80 52.3

74 20.7 62 34.1 31 20.3

245 68.6 129 70.9 89 58.2

29 8.1 25 13.7 24 15.7

86 24.1 59 32.4 39 25.5

12 3.4 5 2.7 5 3.3

10 2.8 4 2.2 2 1.3

251 70.3 95 52.2 114 74.5

4 1.1 0 0.0 0 0.0

64 17.9 82 45.1 30 19.6

102 28.6 79 43.4 37 24.2

53 14.8 21 11.5 14 9.2

87 24.4 86 47.3 40 26.1

58 16.2 0 0.0 15 9.8

（１）情報提供を行う場所の設置

（２）バリアフリー構造

（３）地域包括ケアシステムに関する会議への継続的参加

（４）地域の他の医療機関との連携体制

（１１）医療安全対策

（１２）常勤薬剤師の勤務年数又は人数

（１３）勤務薬剤師の地域包括ケアシステムに関する研修の受講状況

（１４）地域の他の医療提供施設への情報提供

（１５）在宅患者訪問管理指導又は居宅療養管理指導の回数（月平均2回以上）

（１６）高度管理医療機器等販売業許可の取得

（５）地域の他の医療機関への情報提供回数（月平均30回以上）

（６）地域の他の薬局との連携体制

（７）時間外（休日・夜間を含む）対応

（８）医薬品の備蓄機能

（９）麻薬小売業者免許の取得

（１０）無菌調剤対応

埼玉県薬剤師会（n=357） 日本チェーンドラッグストア協会（n=182） 日本保険薬局協会（n=153）

表14　認定の障壁になる事項と加盟団体の関係


